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研究成果の概要（和文）：間柱型耐震壁は，設置位置の自由度が高く開口の多い建物の耐震改修に適している
が，耐震壁の性能は既存建物の耐力と剛性の影響を大きく受けるという問題点がある。そこで，本研究では，木
パネルで面外補剛したスリット入り鋼板を間柱型耐震壁として適用することを目指して，既存建物と間柱型耐震
壁が相互に与える影響を考慮した耐震壁の設計手順を構築し，1層1スパン骨組の静的載荷実験を実施して設計手
順の妥当性を確認した。また，本耐震壁単体の動的載荷実験を行い耐震壁の履歴モデルを作成した後，そのモデ
ルを用いて種々の多層建物の時刻歴応答解析を実施し，耐震壁の応答低減効果の検証と耐震壁の効率的な配置の
検討を行った。

研究成果の概要（英文）：A seismic retrofit design procedure for existing steel frames using 
stud-type dampers was proposed in consideration of the interaction between the damper and 
surrounding frame. As a stud-type damper, slitted steel shear wall stiffened by plywood panels which
 is characterized by its light weight and compact size was used in this study. The validity of the 
design procedure was confirmed by cyclic loading test of a 1-story 1-span steel frame with a 
stud-type steel shear wall. In addition, a series of analyses of two multi-story frames using a 
hysteretic model of the steel shear wall that was made based on dynamic loading tests was conducted 
to verify the efficacy of the generalized design procedure. Also the efficient deployment and 
response reduction effect of the stud-type steel shear wall was confirmed for various kinds of 
earthquakes.

研究分野：建物の地震応答制御

キーワード： 間柱型耐震壁　耐震改修　設計手法　鉄骨構造　スリット入り鋼板　動的挙動　骨組実験　時刻歴応答
解析
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 東南海・南海地震をはじめとした大規模地
震の発生が危惧されている状況において，建
築構造物の耐震改修技術の高度化と普及が
重要な課題となっている。耐震改修技術とし
ては，地震入力エネルギーの吸収を行う制振
装置を既存骨組に組み込む方法があるが，特
に開口の多い建物では，設置位置の自由度の
高い間柱型の耐震壁を用いた耐震改修が適
している。耐震改修用制振装置の取り付け構
造として一般的なブレース型は，スパン全体
を覆うため制振装置と骨組が相互に与える
影響が少なく，制振装置の設計が比較的簡易
である。一方，間柱型耐震壁は，既存梁の一
部分に取り付けるため，耐震壁の性能は骨組
の柔性と耐力の影響を大きく受ける。間柱型
耐震要素に関する既往の研究には，周辺骨組
の変形の影響を考慮した全体剛性の算定式
の検討や間柱型粘弾性ダンパーを設置した
骨組の動的挙動の評価があるが，骨組と耐震
要素が相互に与える影響を詳細に検討し，そ
れを考慮した簡便で実用的な間柱型耐震要
素の設計手順は確立されていない。 
 一方，筆者らは，「木パネルで面外補剛し
たスリット入り鋼板耐震壁（図 1）」を研究開
発してきた。この耐震壁は，SS400 材を用い
たスリット入り鋼板を構造用合板で挟み込
むことで，鋼板の座屈を抑制し，エネルギー
吸収能力を向上させる構造であり，加工性や
施工性に優れ，さらに軽量，コンパクトであ
るという利点をもつ。本研究では，本耐震壁
を間柱型耐震要素として方だて壁部分へ適
用することを想定する。既往の研究において，
本耐震壁の静的載荷時の基本性能を確認し
ているが，実際の地震波のようなランダムな
高速繰り返し載荷を受ける状況では，発熱等
により載荷速度が履歴特性に与える影響が
考えられる。また，本耐震壁は，鋼板と合板
の複合構造であるため，静的載荷時とは異な
る挙動を示すことが考えられ，動的載荷実験
を加えた総合的な性能評価が不可欠である。 
 
２．研究の目的 
(1) 間柱型耐震壁を既存鉄骨建物の耐震改修
に適用することを想定し，既存骨組の耐力と
剛性を考慮した間柱型耐震壁の設計手順を
確立する。 
 
(2) (1)で導出した設計手順の妥当性を，「木パ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ネルで面外補剛したスリット入り鋼板耐震
壁」を間柱として設置した骨組の静的載荷実
験により検証する。 
 
(3) 本耐震壁の動的載荷時の特性を単体実験
により評価し，履歴モデルを作成する。 
 
(4) (3)で作成した履歴モデルを用いて，解析
により，種々のモデルにおける設計手順の確
認と間柱の配置の最適化，耐震壁の応答低減
効果の確認を行う。 
 
３．研究の方法 
(1) 間柱型耐震壁の設計手順の確立 
間柱型耐震壁のスパン内における配置や
耐震壁の幅・高さを変化させたモデルにおい
て，付帯梁と耐震壁が相互に与える影響を検
討し，耐震壁の寸法や耐力，剛性に対する設
計制約条件を導出した。その条件をもとに，
既存建物と耐震壁の耐力比と剛性比を考慮
した間柱型耐震壁の設計手順を検討した。 
 
(2) 間柱型耐震壁設計手順の実験検証 
 (1)で提案した設計手順の妥当性を確認す
るため，設計手順に従い「木パネルで面外補
剛したスリット入り鋼板耐震壁」を試設計し，
本耐震壁を間柱型として設置した 1層 1スパ
ン鉄骨骨組の正負交番繰り返し載荷実験を 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1 木パネルで面外補剛したスリット入り 
鋼板耐震壁 
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図 3 耐震壁の動的載荷実験 
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図 2 骨組実験の試験体 
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実施した（図 2）。 
 
(3) 耐震壁単体の動的特性の評価 
 「木パネルで面外補剛したスリット入り鋼
板耐震壁」単体の動的載荷実験を行い，載荷
速度が履歴特性や耐震壁の挙動に与える影
響を調査した。載荷は神戸大学所有の水平一
軸振動台を用い，耐震壁の上端を反力フレー
ムに緊結し，下端を水平一軸振動台に固定し
て，振動台を動的アクチュエータとして利用
した（図 3）。実験パラメータは，載荷速度と
補剛の有無とした。実験結果より，耐震壁の
動的特性の影響を考慮した履歴モデルを作
成した。 
 
(4) 多層骨組に対する間柱型耐震壁の有効性
検証 
 (3)の動的特性を考慮した履歴モデルを用
いて，汎用解析ソフト Openseesによる時刻歴
応答解析を行い，4層 4スパン骨組と 10層 6
スパン骨組に対する設計手順の有効性を検
証した。また，間柱の配置を変数とした解析
を行い，間柱の効率的な配置方法と耐震壁の
応答低減効果を確認した。 
 
４．研究成果 
(1) 間柱型耐震壁の設計手順の確立 
 耐震壁にせん断変形を集中させるため，耐
震壁から梁に伝わる鉛直力により耐震壁の
左右端で梁の降伏および横座屈が生じない
条件での耐震壁の耐力の上限値を求めた。さ
らに，耐震壁として十分な消費エネルギーを
確保するため，最大等価粘性減衰定数の 0.8
倍以上が得られる耐震壁の剛性の下限値を
求めた。 
 以上の耐震壁の耐力と剛性の条件をもと
に，間柱型耐震壁を既存鉄骨建物に設置する
際の耐震設計手順を導いた（図 4）。 
 
(2) 間柱型耐震壁設計手順の実験検証 
 階高 3m，スパン長さ 6mの鉄骨ラーメン構
造建物の 1層 1スパン分を 0.6倍に縮小した
骨組を対象に，「木パネルで面外補剛したス
リット入り鋼板耐震壁」を図 4の手順に従い
試設計し（図 5），せん断載荷実験を行った。
実験から得られた履歴ループを図 6 に示す。
耐震壁は骨組に先行して降伏し，梁は耐震壁
の左右端で降伏せず，柱梁接合部近傍で降伏
したことから，設計意図通りの挙動を示した。
また，間柱型耐震壁は，せん断変形角 0.09rad
まで安定した挙動を示した。耐震改修後の等
価粘性減衰定数は 0.18程度が得られ，耐震壁
として十分なエネルギー吸収性能を発揮し
た。 
 
(3) 耐震壁単体の動的特性の評価 
 水平一軸振動台を用いて「木パネルで面外
補剛したスリット入り鋼板耐震壁」単体の動
的載荷実験を実施し，耐震壁の動的挙動，載
荷速度の影響および補剛の効果について検

証した。補剛ありで載荷周期を 1秒とした試
験体の履歴ループを図 7(a)に，載荷終了後の
鋼板の変形状態を図 7(b)に示す。補剛をした
場合は，補剛がない場合と比較し，鋼板の面
外変形量は半分以下に抑制され，消費エネル
ギー量は 2倍以上となった。載荷周期による 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
図 4 耐震壁の耐震改修設計手順 

ii) 耐震壁の耐力上限値の算定 
想定建物の諸元から求めたMbp，Mcreおよび
耐震壁の寸法より，梁の負担を考慮し設置可
能な耐震壁の耐力を求める。 
（曲げ降伏考慮） 
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i) 耐震壁の寸法の決定 
耐震壁の幅，高さを対象建物に合わせて決定
し，耐震壁の骨組に対するパネル幅比，高さ
比を求める。 

補強対象とする鉄骨建物の選択 

iii) 耐震壁の設置数と配置の決定 
耐震壁設置後のベースシアー係数の設定値
を決め，耐震壁 1 体当たりの耐力 Qwtと各層の
設置数を決める。 

iv) 耐震壁の剛性下限値の算定 
 耐震壁付帯骨組の等価粘性減衰定数を考慮
して，耐震壁の剛性の下限値を決定する。 
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v) スリット入り鋼板の詳細決定 
ii)の耐力と iv)の剛性を満たすスリット入り
鋼板の詳細を決定する。 
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vi) 耐震壁の耐力，剛性の決定 

YES 

NO 

B：耐震壁の幅，L：骨組のスパン，:パネル幅比
（=B/L），h：耐震壁の高さ，H：階高，：パネル高
さ比（=h/H），Mbp：梁の全塑性モーメント，Mcre：梁

の弾性横座屈耐力，by：梁の降伏応力，Aw：梁ウェ

ブの断面積，Qf：骨組の耐力，Kf：骨組の弾性剛性，

：減衰到達率，t：耐震壁の鋼板厚，l：柱状部の長
さ，n：柱状部の本数，b：柱状部の幅，y：鋼板の

降伏応力，E：ヤング係数，G：せん断弾性係数，：
形状係数，m：スリット段数 



違いはほぼ見られず，既往の静的載荷実験の
結果と概ね一致した。さらに，汎用解析ソフ
ト Openseesを用いて，耐震壁の動的特性の影
響を考慮した履歴モデルを作成した。 
 
(4) 多層骨組に対する間柱型耐震壁の有効性
検証 
 (3)で作成した耐震壁の履歴モデルを用い
て，4層 4スパン骨組，10層 6スパン骨組に
間柱型耐震壁を設置したモデルの時刻歴応
答解析を実施した。その結果，耐震壁は骨組
に先行して降伏し，梁は耐震壁の左右端で降
伏しなかったことから，多層多スパン骨組に
おける設計手順の有効性が確認できた。また，
耐震壁の設置場所や数を変数とした検討を
行った結果，耐震壁をスパン中央に配置し，
さらに骨組の下層に集中して配置すること
で，目標層間変形角（レベル 2地震動で 1/150
以内，レベル 2を超える地震動で 1/100以内）
に抑えられることがわかった（図 8）。さらに，
骨組の等価粘性減衰定数も 0.15 程度が得ら
れ，間柱型耐震壁の応答低減効果が確認でき
た。 
 以上の検討より，間柱型耐震壁のエネルギ
ー吸収性能を最大限発揮させるための，信頼 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

性の高い設計手順が新たに導出できた。「木
パネルで面外補剛したスリット入り鋼板耐
震壁」を間柱型耐震要素として使用すること
で，低コストで短工期の簡易な耐震改修が可
能となり，集合住宅や学校など開口の多い中
低層建物の耐震改修が促進される。 
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図 5 耐震壁の詳細図 
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図 6 骨組実験結果 
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図 7 動的載荷実験結果 
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